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Ⅰ．本資料の目的 

1. 2026 年 4 月 30 日、IFRS 財団評議員会によって、「IFRS 財団『デュー・プロセス・ハ

ンドブック』（以下「『ハンドブック』」という。）の改訂」（以下「『改訂版ハンドブッ

ク』」という。）が公表された。改訂により、主に次の事項が反映されている。 

(1) 2021 年 11 月に設立された国際サステナビリティ基準審議会（以下「ISSB」とい

う。）に関連するデュー・プロセスに関する記述の追加 

(2) 現行の「ハンドブック」の内容の拡充及び明確化 

2. 本資料は、本改訂についての背景及び経緯、並びにサステナビリティ基準委員会（以

下「当委員会」という。）及び企業会計基準委員会（以下「ASBJ」という。）が 2025 年

3 月 28 日に公開草案に対して連名で提出したコメント・レターの内容がどのように

反映されたかを説明することを目的としている。 

Ⅱ．本改訂の背景及び審議の経緯 

3. 「ハンドブック」は、IFRS 財団評議員会の監督のもと、国際会計基準審議会（IASB）

及び ISSB（以下あわせて「両審議会」という。）及び IFRS 解釈指針委員会（以下「解

釈指針委員会」という。）が、主に次の活動を行うにあたって従わなければならない

適正手続（以下「デュー・プロセス」という。）に関する要求事項を記述した文書であ

る。 

(1) 基準設定活動 

(2) 基準の一貫した適用を支援するための資料の開発 

(3) IFRS タクソノミ 

「ハンドブック」の更新は、両審議会及び解釈指針委員会がデュー・プロセスに従っ

て活動することを確保する責任を有する IFRS 財団評議員会のデュー・プロセス監督

委員会（以下「DPOC」という。）が行っている。 
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4. DPOC は、「ハンドブック」の修正案について利害関係者からのフィードバックを求め

るため、2024 年 12 月に公開草案を公表した。「ハンドブック」の更新の契機は、ISSB

の設立であり、ISSB を「ハンドブック」に正式に反映させる必要が生じたことであっ

たとされている。ISSB に関する次の項目を提案に含めていた。 

(1) ISSB のデュー・プロセスに関する記述の追加 

(2) SASB スタンダード及び SASB スタンダード・タクソノミのデュー・プロセスに関

する記述の追加 

(3) コネクティビティの反映 

5. 今回の「ハンドブック」の更新の契機は ISSB の設立であるが、あわせて 2020 年の更

新以降の経験を「ハンドブック」に反映するために、次の事項について、的を絞った

拡充及び明確化の提案を行っていた。 

(1) 適用後レビュー（以下「PIR」という。）に関して、次の修正を行う。 

① 目的を明確化する。 

② 識別した事項及びその対応に関するプロセスを明確化する。 

③ 開始日を修正する。 

(2) IFRS 基準書の定期的な維持管理を目的とした現行の「年次改善」について、IFRS

基準書の軽微な改善のみならず、狭い範囲に限定した要求事項の追加、更新も対

象となるように修正する。 

(3) 解釈指針委員会におけるデュー・プロセスを明確化する。 

(4) IFRS 基準書の適用を支援するための資料の役割及びレビューのプロセスを明確

化する。 

(5) その他の的を絞った修正を行う。 

6. 当委員会は、第 50 回サステナビリティ基準委員会（2025 年 3 月 19 日開催）にて公開

草案に対するコメント・レターの文案について審議を行い、2025 年 3 月 28 日に、ASBJ

との連名にてコメント・レターを提出した。 

7. その後 DPOC により、公開草案に対するフィードバックを踏まえた再審議が行われ、

2026 年 4 月 30 日に「改訂版ハンドブック」が公表された。 
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Ⅲ．公開草案に対するフィードバックの概要及び DPOC によるフィー

ドバックへの対応 

フィードバックの概要 

8. 全体として回答者は、「ハンドブック」を更新すること、及び ISSB の設立を反映させ

るという主要な目的を歓迎し、支持を表明したとされている。 

9. ISSB の設立及び ISSB のためのデュー・プロセスを「ハンドブック」にどのように反

映させるかという DPOC の提案については合意が得られたとされており、個別の項目

ごとのフィードバックの概要は、次のとおりとされている。 

(1) コネクティビティに関する提案は概ね歓迎されたものの、いくつかコネクティビ

ティをさらに促進するための提案があった。 

(2) SASB スタンダードのデュー・プロセスについては、より多様な意見が聞かれた。

少なくない少数派が、SASB スタンダードのデュー・プロセスは IFRS サステナビ

リティ開示基準（以下「ISSB 基準」という。）と同じであるべきであると述べた。

また、多くの回答者は、ISSB には解釈指針委員会に相当するものがないことを指

摘し、そのような機関の設置又はその必要性の検討を推奨した。 

10. 回答者は、「ハンドブック」の内容に対するその他の拡充及び明確化を行うことを支

持したとされている。個別の項目ごとのフィードバックの概要は次のとおりとされて

いる。 

(1) IFRS 基準書の軽微な改善及び一貫した適用の支援のための資料に関する提案は、

概ね支持されたが、この両者について、デュー・プロセスに対するさらなる明確

化の提案があった。 

(2) 解釈指針委員会のプロセスに関する提案は概ね支持された。一方で、少数の回答

者は 2020 年の「ハンドブック」更新時に DPOC が検討した事項を含め、アジェン

ダ決定のプロセスに対する他の変更を提案した。また、多くの回答者がアジェン

ダ決定を維持管理するためのデュー・プロセスを提案した。 

11. PIR に関する提案が最も多くのコメントを集めたとされており、個別の項目ごとのフ

ィードバックの概要は次のとおりとされている。 

(1) 明確化された目的の提案については意見が分かれたとされており、実務上の課題

の識別と対処により重点を置くべきとの意見を述べた回答者もいた。 
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(2) PIR について最も多く示された懸念は、提案された原則ベースの PIR 開始日に関

する過度な不確実性を生むというものであった。 

12. その他の提案された的を絞った修正は、明確化や追加のプロセスに関するいくつかの

提案があったものの、概ね支持されたとされている。 

フィードバックに対する DPOC の対応 

13. フィードバックを受けて、次の領域における提案について、いくつかの明確化及び拡

充が行われた。 

(1) SASB スタンダード及び SASB スタンダード・タクソノミについてのデュー・プロ

セス 

(2) コネクティビティの反映 

(3) 適用後レビュー（PIR） 

(4) 解釈指針委員会 

14. また、次の領域における提案については、軽微な明確化及び編集上の修正を除き実質

的な変更は必要ないとされた。 

(1) ISSB のためのデュー・プロセスを「ハンドブック」に含めること 

(2) ISSB に関連するその他の領域 

(3) IFRS 基準書の軽微な改善 

(4) IFRS 基準書の適用を支援するためのその他の資料 

(5) その他の的を絞った修正 

（SASB スタンダード及び SASB スタンダード・タクソノミについてのデュー・プロセス） 

15. 公開草案において、2022 年に承認された SASB スタンダード及び SASB スタンダード・

タクソノミについてのデュー・プロセスを「ハンドブック」の新たな付属文書に含め

ることが提案されていた。DPOC は、この提案により次のようになるとしていた。 

(1) ISSB による修正案は、IFRS 基準の修正と同様に、結論の根拠とともに通常の 120

日間のコメント募集をすることが要求される。 
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(2) 通常のデュー・プロセスとの違いは、SASB スタンダード・ボード・アドバイザー・

グループと共にスタッフが詳細な作業を行い、その後 ISSB に承認（ratify）を

求めて提示される点である。 

(3) 承認（ratify）には、ISSB 基準と同様の ISSB の支持が必要となる。 

16. DPOC は、SASB スタンダード及び SASB スタンダード・タクソノミについてのデュー・

プロセスに関して、主に次のフィードバックを受け取ったとされている。 

(1) 極少数の回答者は、IFRS S1 号における SASB スタンダードの地位を考えれば、こ

のデュー・プロセスに同意できる又は許容可能であると述べた。また、多くの回

答者は本論点についてはコメントしなかった又は明示的な同意も反対も表明し

なかった。 

(2) 一方で、少なくない少数派の回答者がこのデュー・プロセスに懸念を表明した。

これらの回答者は、企業が SASB スタンダードを「参照し、考慮する」ことが要求

されており、IFRS S1 号を適用するうえで「不可欠」かつ「極めて重要」である

と考えているため、SASB スタンダードに ISSB 基準と同じデュー・プロセスを適

用することを提案した。 

17. フィードバックの内容を踏まえ、「改訂版ハンドブック」において、次のとおり、いく

つかの明確化及び拡充が行われている。 

(1) SASB スタンダード及び SASB スタンダード・タクソノミについてのデュー・プロ

セスを新たな付属文書に含める。これは、SASB スタンダードは ISSB 基準ではな

く、実質的には ISSB 基準を適用する企業にとっての例示的資料（illustrative 

material）であるためとしている。 

(2) 将来において SASB スタンダードの地位が変更され、企業が ISSB 基準への準拠表

明をするためにそれらの適用が求められるようになる場合には、その地位の変更

は ISSB 基準に求められるものと同一のデュー・プロセス手続の対象となること

を明確化する。 

(3) SASB スタンダードに係る公開草案及び最終的な修正についての責任は ISSB が有

することを強調する。ISSB は、SASB スタンダードの最終化又は修正を行う際に

は、ISSB 基準と同様に公開会議において意思決定を行うことを明確化する。 

(4) ISSB 基準のデュー・プロセスとの類似性をさらに明確化する。 
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(5) SASB スタンダード・ボード・アドバイザー・グループの規模は認められる最大人

数であり、そのメンバー構成は地理的な多様性が確保されるべきことを明示的に

定める。 

（コネクティビティの反映） 

18. 公開草案において、両審議会が公表する基準が共に適切に機能し、一般目的財務報告

書の利用者に包括的な情報のパッケージを提供することを目指していることを反映

することが提案されていた。具体的な提案は次のとおりである。 

(1) 定款に記述されている「IFRS 基準の補完的なセット」という目的を含める。 

(2) 新たに確立されたプロセス（例えば、両審議会が合同で会議を開催すること）の

側面を反映し、アジェンダ設定においてつながりの機会を考慮する。 

(3) 新たなデュー・プロセスの手順を提案する。すなわち、他方の審議会の基準と両

立可能な基準を開発する場合において、両者間の不整合や矛盾を回避するために

行った手順を要約する。 

19. DPOC のスタッフは、コネクティビティの反映に関して、主に次のフィードバックを受

け取ったとされている。 

(1) 提案は概ね歓迎された。ある投資家は、それらがグローバルな財務報告システム

の全体的な有効性と整合性を高めるだろうと述べた。 

(2) コネクティビティをさらに促進するための具体的な提案がいくつかなされた。主

な提案は次のとおりである。 

① 基準が「補完的であり、不整合や矛盾を避ける」ことよりも、基準が「つな

がる（connect）」ことにより焦点を当て、それを目的として明記すること 

② アジェンダ設定（アジェンダ協議を含む）やプロジェクトの開始時において、

コネクティビティをより考慮すること 

③ 合同審議会の最低開催頻度を定めること 

④ 両審議会から選出されたボード・アドバイザー・グループと監督機関を設置

すること 

⑤ 両審議会の共同の関与を必要とする横断的な事項を扱うプロセスを定める

こと（当面は解釈指針委員会を利用する提案） 
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⑥ 両審議会の基準間の潜在的な矛盾を解決するプロセスを定めること 

(3) 極少数の回答者は、補完的であるということは、一方の基準のセットが他方無し

では不完全であるという意味ではなく、各基準のセットは IFRS 基準書以外の基

準と組み合わせて適用できること（GAAP-agnostic）を「ハンドブック」で明確に

するように提案した。 

(4) ある回答者は、ある審議会が他方の審議会とは異なる決定を行うことを妨げられ

ないことを明確化することを提案した。 

20. フィードバックの内容を踏まえ、「改訂版ハンドブック」において、次のとおり、いく

つかの明確化及び拡充が行われている。 

(1) IFRS 会計基準及び IFRS サステナビリティ開示基準は、相互によく機能すること

が意図されているものの、それぞれ独立して適用することが可能であり、また他

の団体の資料と共に適用できることを明確化する。 

(2) 両審議会にそれぞれの作業計画の協議の時期を整合させるかどうかについて考

慮することを求めることにより、同時のアジェンダ協議に関する最近の進展を反

映させる。 

(3) 両審議会に、作業計画に新たな基準設定プロジェクトを追加する場合に、他方の

審議会の基準との相互作用の可能性、及び他方の審議会の基準と整合的な基準を

開発し不整合や矛盾を回避するという目的を考慮することを求める。 

21. また、DPOC は、両審議会が公表する基準の目的に関する記述は、引き続き定款と整合

させるべき（すなわち「IFRS 基準の補完的なセット」）と考えており、全体として、

両審議会のプロセスはより多くの経験を蓄積するにつれて進化し続けていることを

念頭に置いており、現段階でデュー・プロセスを過度に細かく定めることには引き続

き慎重であるとしている。 

（適用後レビュー（PIR）） 

22. 公開草案において、PIR に関して次の事項が提案されていた。 

(1) PIR の目的を明確にし、PIR は基準設定プロジェクトではないことを強調する。

PIR の目的は要求事項の適用の影響が開発時に意図されたとおりかどうかを評価

することであり、評価の基礎は影響分析である。 

(2) PIR の可能性のある結果を明確にする。 
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(3) PIR の開始日を、適用の 2 年後ではなく、原則として「新しい要求事項の影響を

評価するために十分な情報が利用可能となった時」と規定する。 

(4) PIR から生じた事項が追加の対応を要するかどうか、及びその場合にそれらの優

先順位を付ける方法を決定するためのプロセスを明確にする。 

23. なお、PIR のデュー・プロセスの主要な要素（すなわち、新しい基準書又は基準書の

大幅な修正の PIR を実施すること、公開協議、プロジェクト・サマリー及びフィード

バック・ステートメントの DPOC のレビュー）に対する変更は提案されていなかった。 

24. DPOC のスタッフは、PIR に関して、主に次のフィードバックを受け取ったとされてい

る。 

(1) 目的について、次のようなフィードバックを受け取った。 

① 極少数の回答者は目的の明確化を明示的に歓迎した。 

② 極少数の回答者は、PIR が、レビューの時点において基準がその目的を達成

しているか、適切に機能しているか、そして現在の環境において依然として

関連性があるかを評価することをより強く伝えるべきであると提案した。 

③ 極少数の回答者は、対応を行い、財務報告を改善するという観点からは、適

用の際のすべての課題や意図しない帰結を識別するのではなく、「致命的な

欠陥（fatal flaws）」の識別に焦点が当てられていることにより重大な懸念

を表明した。 

④ 極少数の回答者は、影響分析は権威ある文書ではないとして、評価の基礎は

基準に記載された目的であるべきであると述べた。 

⑤ 適用上の疑問に対処するための他のメカニズムがあることを認める回答者

もいたが、極少数の回答者は、審議会がそのような疑問に対処するのを PIR

まで待っているという認識を示唆した。極少数の回答者は、慣行が確立され

た後に疑問に対処することはより混乱を招き、コストがかかるため、基準の

公表後に解釈指針委員会、移行リソース・グループ（TRG）、及び狭い範囲の

基準設定などのツールを用いて、適用上の疑問を識別し対処することにもっ

と積極的であるべきだと述べた。 

(2) 開始日の変更について、多くの回答者が懸念を表明し、たとえ提案された原則ベ

ースのアプローチを支持したとしても、あまりにも多くの不確実性と不整合を生

み出すと考えていると述べた。また、少数の回答者は、開始日を遅らせることは
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PIR の有効性を低下させると述べており、少数の回答者からはいくつかの代替案

が提案された。 

(3) 対応と優先順位付けについて、次のようなフィードバックを受け取った。 

① 極少数の回答者は、新基準の便益に関する情報はコストよりも後に判明する

ため、基準の使用時や適用上の疑問が生じた際にもコストを評価すべきであ

ると述べた。 

② 極少数の回答者は、PIR で識別した事項の対応を取るかどうかの検討事項及

び優先順位付けについては、アジェンダ協議後のプロジェクトの優先順位づ

けや、IASB の優先度決定フレームワークと両立させる必要がある、又は解釈

指針委員会が使用する基準と一貫させる必要があると述べた。ある回答者は、

これらの検討事項は高いハードルが設定されており、基準設定を避けるよう

に設計されていると認識していると述べた。 

③ 極少数の回答者は、利害関係者が、審議会がいかにして基準を修正すべきか、

又は修正すべきではないかを判断したかをより理解できるように、さらなる

透明性を促した。 

(4) 極少数の回答者は、利害関係者及び審議会による PIR への多大な努力が結果に反

映されていないと感じていることを指摘した。これらの回答者は、すべての新基

準ではなく、選択的に PIR を実施できるのではないかと提案した。 

(5) 2 名の回答者が「自己レビューの脅威」に言及し、PIR を別の機関が実施すること

を提案した。 

(6) ある回答者は、フィードバック・ステートメントを DPOC が公表すべきであると

提案した。 

25. フィードバックの内容を踏まえ、「改訂版ハンドブック」において、次のとおり、いく

つかの明確化及び拡充が行われている。 

(1) PIR の評価の基礎を、基準の影響分析だけではなく、基準の目的（すなわち、基

準が何を達成することを目指しているのかに関する記述）にも結び付けるため、

PIR の目的をさらに洗練させる。 

(2) PIR の目的は、新たな要求事項が公表されて以降の市場における進展を考慮した

上で、現在の環境において意図どおりに機能し続けているかを評価することであ

る旨を明確化する。 
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(3) 公開草案の文案の一部は、両審議会が「致命的な欠陥（fatal flaws）」のみを考

慮することを示唆する可能性があるため、「根本的な疑問（fundamental 

questions）」への言及を削除する。 

(4) PIR と適用上の疑問に対処するための他のプロセスとの関係をより適切に説明す

るため、文言を明確化する。PIR は適用上の疑問を識別する可能性があるものの、

明確化後の文言は、適用上の疑問を識別し対処することは PIR の目的ではないこ

とを強調している。そのような疑問を識別し対処するための他のメカニズムが存

在している。 

(5) 新しい要求事項の発効日から 5 年以内に PIR を開始することが期待されるとい

う、反証可能な推定（rebuttable presumption）を追加する。審議会が PIR をこ

の 5 年の期間を超えて延期することを意図する場合、審議会は DPOC に対してそ

の旨を通知し、なぜその結論に至ったかを説明し、いつレビューを開始する予定

であるかを示す必要がある。 

(6) 過度に詳細で混乱を招く可能性があった優先順位付けに関するガイダンスを削

除する。 

(7) 審議会が PIR を完了した際に公表されるプロジェクト・サマリー及びフィードバ

ック・ステートメントに審議会の結論の根拠が含まれることを明確化する。 

26. DPOC は、PIR を、一定期間の適用を経て、一般目的財務報告書の利用者への便益が期

待より著しく低くなく、適用・監査・執行のコストが期待より著しく大きくない形で

基準が意図どおりに機能しているかどうかをレビューする機会であると引き続き考

えているとしている。 

（解釈指針委員会） 

27. 公開草案において、解釈指針委員会に関して次の事項が提案されていた。なお、解釈

指針委員会については、2020 年の「ハンドブック」の修正が重要なものであったため、

次の事項の他に実質的な変更は提案しないとされていた。 

(1) 解釈指針委員会が提出された質問に対処するための基準設定プロジェクトの必

要性を検討するために使用する基準における「広がりのある影響（widespread 

effect）」という用語を明確化することを提案している。この提案では、「広がり

のある影響」は「当該状況又は取引は広く存在し（prevalent）、かつ、IFRS 会計

基準の適用に不統一（diversity）がある」ことを意味すること述べている。 
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(2) 暫定的なアジェンダ決定に対するコメント検討した後に、解釈指針委員会が IASB

に当該事項を照会できるとする 8.2 項(d)を削除する。8.2 項(c)の変更案により、

この項の内容が重複するためである。 

28. DPOC のスタッフは、解釈指針委員会に関して、主に次のフィードバックを受け取った

とされている。 

(1) 「広がりのある影響」の明確化の提案ついては、概ね支持された。さらなる拡充

（例えば、広く存在する（prevalent）の定義、広く存在する（prevalent）と不

統一（diversity）を別々に検討するための基準の分離、及び委員会がいかにして

「広がりのある影響」を評価するかについての透明性の向上）や、解釈指針委員

会に現在だけでなく予想される不統一も考慮させることを提案した回答者もい

た。 

(2) 8.2 項(d)の削除については、ほとんどコメントはなかった。ある回答者は、8.2

項(d)を削除することは、解釈指針委員会が IASB に基準設定の検討を依頼する能

力を制限すると述べた。 

(3) 極少数の回答者が、変更が提案されていない事項について次のような意見を表明

した。 

① 基準が要求される会計処理を決定するための適切な基礎を提供していると

委員会が結論付けたものの、その会計処理が有用な情報を提供すると考えら

れない場合の解釈指針委員会の役割の明確性に関する懸念 

② 基準設定の閾値が非常に高いように思えるという懸念 

③ 2019 年の協議でなされた提案の再提示（例えば、アジェンダ決定の発効日と

経過措置の特定、アジェンダ決定に起因する会計方針の変更を実施するため

に企業に「十分な時間」が与えられることについてのさらなる明確化） 

④ 一般的ではない又は重要性のない事項について、スタッフが行うリサーチと

分析の量を減らすという提案 

(4) 多くアジェンダ決定で参照されている IAS 第 1号を IFRS 第 18 号に置き換えるこ

とを考慮し、多くの回答者がアジェンダ決定の維持管理、特に基礎となる基準に

変更があった際のアジェンダ決定の撤回に関するデュー・プロセスの指定（変更

の公開が必要かどうかの検討を含む）を提案した。 
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29. フィードバックの内容を踏まえ、「改訂版ハンドブック」において、次のとおり、いく

つかの明確化及び拡充が行われている。 

(1) 「広がりのある影響（widespread effect）」とは、当該状況又は取引が広く存在

している（又は広く存在することが見込まれる）状況であり、かつ、IFRS 会計基

準の適用に不統一があり（又は不統一が見込まれており）、それが影響を受ける

人々に重要性のある影響を有している（又は有すると見込まれる）ことを意味す

る旨を明確化する。 

(2) 解釈指針委員会が最終的なアジェンダ決定を IASB に提示する際、トピックに関

する追加情報を IASB に報告する機会があるという既存の実務を成文化する。 

(3) IASB が新基準又は改訂基準を公表する際のアジェンダ決定を維持管理するため

の IASB のプロセスを成文化する。 

30. DPOC は、解釈指針委員会の正式な使命は IFRS 会計基準のみであることを明確にする

提案を確認したとしている。DPOC は、ISSB 基準に関する疑問に対応する際に ISSB を

支援するための組織を設置するかどうかを決定することは、本プロジェクトよりも広

範な事項であることを強調した。既存の解釈指針委員会は IFRS 財団の定款上の組織

であり、仮に評議員会が ISSB のために同様の定款上の組織を設置することを決定す

る場合には、協議が必要となるとしている。DPOC は、2021 年の定款の改訂にあたり、

評議員会は、解釈指針委員会に類似した組織が必要となる可能性があることを認識し

ており、また、ISSB と連携してその必要性を引き続き監視していくとしていた。 

Ⅳ．当委員会及び ASBJ が提出したコメント・レターの内容がどのよ

うに反映されたか 

（コネクティビティの反映） 

31. 当委員会及び ASBJ は、公開草案に対して連名で提出したコメント・レターにおいて、

当該論点については主に次の点をコメントしていた。 

(1) 我々は、IFRS サステナビリティ開示基準を、基準にとらわれない（GAAP-agnostic）

基準として開発するという ISSB の方針を高く評価している。したがって、IFRS

サステナビリティ開示基準に準拠して作成されたサステナビリティ関連財務開

示が、一般に認められた会計原則又は実務（GAAP）に準拠して作成された財務諸

表を補完できるほどの柔軟性を有する IFRS サステナビリティ開示基準を、ISSB

が開発することが重要であり、IFRS 財団はこの点を「ハンドブック」において明

確にすべきであると考える。 
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32. この点、IFRS 会計基準と IFRS サステナビリティ開示基準はそれぞれ IFRS 基準書以

外の基準と共に適用できることも意図されていることを明確化することが有用であ

るとして、これらの 2 つの基準書はそれぞれ個別に、又は他の団体の資料と共に適用

できることを「ハンドブック」の 1.1 項に追記する修正が行われた。（本資料第 20 項

(1)参照） 

（適用後レビュー（PIR）） 

33. 当委員会及び ASBJ は、公開草案に対して連名で提出したコメント・レターにおいて、

PIR については主に次の点をコメントしていた。 

(1) 公開草案は、PIR プロセスを開始すべき時期について、新しい要求事項の影響を

評価するのに十分な情報が利用可能になった時点で開始すべきであることを明

確化することを提案しているが、PIR を開始するのに十分な情報を入手するのに

要する時間は状況によって異なるため、この提案により IFRS 財団が、両審議会

が適用されるデュー・プロセスの要求事項に従って適時に PIR を開始したかどう

かをモニタリングできるのかは疑問である。したがって、我々は、「ハンドブッ

ク」において、少なくとも両審議会が PIR を遅くともいつ開始しなければならな

いかを規定すべきであると提案する。 

(2) PIR についての懸念に対応するため、例えば関連する基準の発効日前に、公表さ

れた基準の識別された適用上の疑問を適時に改善できるような追加のプロセス

を導入することを強く要請する。 

34. 前項(1)について、「ハンドブック」の 6.58 項（旧 6.55 項）において、PIR は通常、

新しい要求事項の適用から 5 年以内に開始することが期待されることを明確化し、

PIR をこの 5 年の期間を超えて延期することを意図する場合、DPOC に対してその旨を

通知し、なぜその結論に至ったかを説明し、いつレビューを開始する予定であるかを

示すことを明記する修正が行われた。（本資料第 25 項(5)参照） 

35. また、本資料第 33 項(2)について、PIR は適用上の疑問を識別し対処することを目的

としておらず、適用上の疑問を識別し対処するための他のメカニズム（例えば、解釈

指針委員会、移行リソース・グループ（TRG）、移行支援グループ（TIG）、狭い範囲の

基準設定）が整っているとしており、その旨を「ハンドブック」の 6.56 項（旧 6.53

項）に追記する修正が行われた。（本資料第 25 項(4)参照） 
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（年次改善プロセスの修正案） 

36. 当委員会及び ASBJ は、公開草案に対して連名で提出したコメント・レターにおいて、

年次改善プロセスについて主に次のとおりコメントしていた。 

(1) 年次改善に関する要求事項を修正し、要求事項又は IFRS 基準書に付随する資料

を更新する軽微な又は狭い範囲の修正も含むことを明記することには反対しな

いものの、90 日間のコメント期間は世界中の利害関係者にとって十分な期間と

は言えず、他の公開草案と整合的に 120 日のコメント期間を設定し、IFRS 財団の

DPOC が要求事項の開発や修正を急ぐ必要があるなどの正当な理由に基づいて、

より短いコメント期間を承認した場合にはこの限りではないとすることを提案

する。 

37. 前項について、通常の 120 日間ではなく 90 日間というコメント期間は、このプロセ

スにある程度の機敏さを提供し、審議会が協議している修正の狭い範囲の性質を反映

しているとして修正を行わないこととされた。 

（その他の的を絞った修正） 

38. その他の的を絞った修正について、当委員会及び ASBJ は、公開草案に対して連名で

提出したコメント・レターにおいて、主に次のとおりコメントしていた。 

(1) 公開草案では、アンケート（survey）がコメント・レターと同様に扱われること

を提案している。アンケートは個人であっても団体であってもより簡単に提出で

きる一方で、人気投票に繋がる可能性があり、両審議会が、提案に賛成又は反対

するアンケート数のみに単純に注目してしまう可能性が懸念されること、及び両

審議会が偏った結論を導くようにアンケートの質問が作成される可能性がある

ことから、この提案には納得していない。 

(2) 両審議会のテクニカル・スタッフ・ペーパーを議論が予定されている日の少なく

とも 10 日前に配布する提案について、このようなルールは他の公開会議にも適

用されるべきであると考えており、会計基準アドバイザリー・フォーラム（ASAF）、

サステナビリティ基準アドバイザリー・フォーラム（SSAF）、及びその他の諮問グ

ループの参加者にアジェンダ及びペーパーが配布される時期に関する要求事項

についても「ハンドブック」に明記し、DPOC がこうした要求事項の遵守状況を継

続してモニタリングすることを提案する。 

39. 前項(1)について、アンケートは公式の協議に回答する補足的な方法であることを説

明するため、「ハンドブック」の 3.69 項（旧 3.68 項）の文言が修正された。 
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40. 本資料第 38 項(2)については、フィードバックの分析は提供されなかった。 

ディスカッション・ポイント 

本資料の内容及び説明について、ご意見やご質問があれば伺いたい。 

以 上 


